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デウバ首相の復活

辻 田 祐 子

概 況

年 月，ギャネンドラ国王は治安の悪化で総選挙の 年延期を進言したデ

ウバ首相を解任し，自らのイニシアティブでチャンド政権（ 年 月），タパ政

権（ 年 月）を発足させた。しかし，両政権とも総選挙実施のための最大の政

治課題である反政府武装組織ネパール共産党毛沢東主義派（毛派）との和平交渉に

失敗し，国王主導政治に反発する政党勢力の抗議活動も高まって辞職に追い込ま

れた。そこで国王は 月にかつて自ら解任したデウバを再び首相に指名し，新政

権に 年 月までに総選挙を実施するよう指示した。

デウバ首相は，立憲君主制を打倒し，共和国制樹立を掲げる毛派との和平会談

の再開を試みたが，その可能性が低くなったことを受けて，治安の回復がないま

ま総選挙を実施すると発表した。しかし，具体的な進展はなかった。その背後で

国王の直接統治への布石作りは着々と進み， 月に開催された王室会議は，与野

党政治家の反対のなかで国王にさらなる積極的な政治的役割を期待するとの勧告

を採択した。

年度の実質経済成長率は ％で，前年度の ％を上回った。 年連

続で経済回復の牽引役となったのは，大型水力発電所が操業を開始したことによ

る電気・ガス・水道であった。

対外関係では，毛派による活動の拡大で，インドが安全保障上の懸念を増大さ

せた。またインド企業が毛派による閉鎖勧告で一時休業に追い込まれ，インドと

の経済関係にも影響が及んだ。

国王によるデウバ首相の指名

年 月，毛派との和平交渉に決裂したタパ政権は，国王に課された和平交

概 況

国 内 政 治

年のネパール年のネパール



渉と総選挙の実施が絶望的となり，政権存続の正当性を失って次第に窮地に追い

込まれていった。国王主導政治に反発するネパーリー・コングレス（NC），ネ

パール共産党統一マルクス・レーニン主義派（CPN UML），ネパール友愛党アナ

ンダ・デヴィ派，ネパール労農党，ネパール人民戦線の 政党による街頭での抗

議活動はますます激しくなっていた。 月に，政府は首都圏での大規模な座り込

み，ピケ，断食などの抗議活動を禁止したが， 政党は大量の逮捕者を出しなが

ら抗議を続けた。 月に入ると，デウバ元首相のネパーリー・コングレス（民主）

党が 年の同元首相の解任以前の政治体制に戻すことを要求し，さらにタパ首

相の国民民主党も全政党による政権の発足を促すなど，政府に対する抗議活動は

拡大の一途を辿った。そして 月，タパ首相は 私の辞任によって政治危機を打

開できれば と述べて辞職した。

国王は，全政党の支持を受ける政権を設置し，総選挙を実施できる首相候補を

月末までに推薦するよう政党に対し指示した。しかし， 政党からの立候補者

が 人以上に及び，統一候補の選出に手間取った。すると国王は政党の候補を受

け入れる用意がなかったのか，先手を打って 月 日， 年に自ら解任したシ

ェール・バハドゥール・デウバを首相に指名した。この結果， 年のデウバ首

相解任以前の政治体制に戻ることになり，これを政党政治の復活とみなしたいく

つかの政党勢力の妥協を引き出すことができた。デウバ政権に参加したのは，ネ

パーリー・コングレス（民主）党， CPN UML，国民民主党，ネパール友愛党の

党である。国王・政府に対する抗議活動の中心的存在であった CPN UML がデ

ウバ政権に加わったことから，国王は 政党による反国王・政府活動の分断に成

功したといえよう。

国王は，新政権にネパール暦 年末（ 年 月中旬）までに総選挙を実施す

るよう指示した。与党 党は， 国家の利益と民主主義の制度化， 毛派問題の

解決と平和の回復， 毛派活動の影響からの国民の迅速な救済， 政治経済社会

的な前進・改革のためのプログラム，の つのパートからなる 項目の共通最低

限政策綱領（Common Minimum Programme）を発表した。そのなかには，汚職防

止，人権保護，失業対策，少数民族や低カースト層の保護，女性の財産相続権の

保障，労働法の改正など幅広い政治経済的課題が挙げられている。しかし最も重

要なのは総選挙の実施，そのための毛派との和平交渉であった。デウバ首相は，

可能な限り多くの勢力を結集した政権となるよう， 政党政治家に民間人 人を

加えて 人もの閣僚を任命し， 月には毛派との和平会談に向けて与党 党の党

年のネパール



デウバ首相の復活

首らからなるハイレベル和平委員会を設置した。

しかし，政府は総選挙実施の前提条件となる治安面で目立った成果を上げるこ

とができなかった。国軍は， 月に 年 月の休戦協定破棄以来少なくとも毛

派 人の死亡を確認したと発表しているが，毛派の農村部での大規模な攻撃で

国軍側にも死傷者が出ているだけでなく，民間人の巻き添えも増加している。さ

らに治安部隊に連行されて行方不明になった民間人が増加し，人権侵害に対する

批判が国内外で高まった。このため，政府は人権保護活動計画を発表し，これら

の行方不明者の調査委員会も設置した。最高裁，国家人権委員会も再三国軍に対

して人権への配慮を求めている。だが，肝心の国王（国軍最高司令官）と国軍の協

力は得られなかったようである。国王は， 月に入ってテロ破壊活動（防止罰則）

命令法を再公布した。この法の下では，テロリスト分子を公判なしで 年間予防

的拘禁のできる権利が治安部隊に与えられる。また，NCを中心とする野党 党

が反国王・政府抗議活動を続け，あくまでも国王主導の政治に反発する姿勢をみ

せたために，治安対策の面で十分な協力を得られなかったのである。

こうした状況のなかで，毛派は国連仲介による国王，政党，市民による円卓会

議の開催を何度か呼びかけた。しかし，政党も，また肝心の国連も仲介に消極的

で実現しなかった。毛派は全国各地で国軍との交戦を繰り返しながら， 年に

は次のような新しい動きをみせた。第 に，全国各地で民間人，とくに学校単位

で教師と生徒を大量に誘拐するケースが急増した。毛派は，誘拐した子供たちに

思想教育，軍事教練を施し，あるいは武器や爆弾製造を強いてから解放している

と伝えられる。第 に，都市部では政府関係者らの狙撃，公共・行政機関を狙っ

た爆破を相次いで行った。首都の治安維持は，国軍，武装警察，警察の統合部隊

が担っており，国内の他地域に比べると市民の安全が確保されているが，軍備，

情報の不足から毛派のゲリラ攻撃を完全に制御できていない。第 に，毛派の車

両への襲撃予告で，攻撃を恐れた市民が通行を自粛し，物資の運搬が滞る 経済

封鎖 が各地で起きた。首都圏では 月と 月の 度にわたって首都に通じる高

速道路が 封鎖 されたため，生活必需品をはじめとする物価が高騰し，この

脅迫 レベルですら大きな影響を持つ毛派の力があらためて示された。第 に，

アメリカ，インド，王室資本の企業を中心とする 社が労働者搾取を理由に毛派

から閉鎖宣告を受け，一時休業に追い込まれた。政府は経済界に対し安全の確保

を約束しながらその具体的対応が遅れたために，拘束中の毛派幹部の釈放などい

くつかの経済封鎖解除の条件を呑まざるをえなかった。



デウバ政権は，毛派に対して 年 月 日までに和平会談に応じるよう迫っ

た。だが，毛派が憲法制定議会の開催を和平交渉の前提条件にする限り，どの政

党，政治家が登用されても交渉再開は難しい。何より，毛派は国王以外とは会談

しないと明言している。デウバ首相は，会談の実現可能性が低いとみると，治安

回復が叶わないままでも総選挙を実施すると発言した。しかし，与党内の協力が

得られず具体的な日程は発表されなかった。全国 郡のうち少なくとも 郡は毛

派の支配下にあるとみられる現状では，総選挙，地方選挙の実施は難しい。すな

わち，国王が治安回復，総選挙実施を目的として指名したデウバ政権に見切りを

つけるのは時間の問題だったとみられる。その背後で国王は， 年の東部，極

西部に続き， 年には中西部，西部の全郡をくまなく訪問し，国王の積極的な

政治的役割をアピールする草の根レベルでの足固めを行ったとみられる。さらに

月に開催された憲法規定委員会の王室会議は，与野党政治家の反対のなかで国

王にさらなる積極的な政治的役割を期待するとの勧告を採択しており，国王の直

接統治への布石作りは着々と進んだ。

月 日暴動の発生──イラクのネパール人出稼ぎ労働者誘拐殺人の波紋

月 日，政府はイラクの武装組織アンサール・アルスンナに誘拐されたネ

パール人出稼ぎ労働者 人の銃殺を確認したと発表した。国内ニュースだけでな

くインターネットでも銃撃された 人の遺体が配信され，イラクに派兵していな

いネパールからの労働者に対する残虐な行為に国民の間には大きな衝撃が広がっ

た。翌 月 日，首都カトマンドゥでモスク，中東系の航空会社や大使館，出稼

ぎ労働斡旋業者，メディア等が標的となる暴動が発生した。政府委員会の報告書

によると，その被害額は 億 を超える。政府は首都圏などに 日まで断続的に

外出禁止令を発布し，首相は国民向け演説で宗教的な寛容性と社会調和を強調し

て事態の収拾に努めた。しかし，同時期にイラクで誘拐されたインド人のトラッ

ク運転手 人は無事解放されたことから，ネパール政府の対応にも批判が集まっ

た。

政府はイラクへの出稼ぎ労働を禁止している。しかし，危険地域であるイラク

では高給が保証されているため，近隣中東諸国経由での入国は公然の秘密とされ

てきた。とくに近年，国内経済の不振により年間 万人を超える労働者（政府登

録分のみ）が海外出稼ぎに出かけ，その送金額は，財の輸出額を上回る（表 ）。

政府も近年これまでの出稼ぎ労働の制限から促進へと転換し，かつては消極的だ

年のネパール
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出稼ぎ労働許可者合計（人）

個人申請
エージェントによる申請

送金合計（ 万ドル）

公式統計分
推計分

輸出（ 万ドル）

表 出稼ぎ労働者と送金

（注 ） 出稼ぎ労働者は政府許可分のみ。
（注 ） 年は推計値。
（出所） 労働者は Depar tment of Labour and Employment Promotion からの聞き取り。送金，

輸出は IMF,
， ．



った女性の出稼ぎまでをも含む海外出稼ぎ振興策が次々と発表されている。政府

は，イラクへの出稼ぎにも目をつぶってきたのである。

月 日暴動後，中東 カ国に出稼ぎ労働者視察に訪れたモーシン情報通信相

らは，中東諸国でのネパール人出稼ぎ労働力需要は高いと述べ，熟練労働者を含

めた出稼ぎのさらなる促進を示唆した。 月，政府は，出稼ぎ振興策として新た

に カ国を就労許可国として追加すると発表した。

年の経済概況

年度（ 年 月 日 年 月 日）の実質経済成長率は ％に達

し， 年度のマイナス ％， 年度の ％を上回った。

産業別の成長率をみると，農業は天候に恵まれコメ ％，馬鈴薯 ％の生産

増で前年度の ％から ％に，農業以外も前年度の ％から ％にそれぞれ

上向いた。非農業部門の内訳をみると，昨年度同様，大型水力発電所の稼働によ

る電気・ガス・水道（ ％）が成長回復の牽引役となった。観光客数は 年（暦

年）の 万 人から 年には一時停戦により約 万人増の 万 人に増加

した。そのため貿易・レストラン・ホテルの成長率も前年度の ％から ％に

上向いた。昨年度以降，経済は回復基調にあるようにみえる。しかし，これは

年度のマイナス成長によってその後の成長率が統計上高く出ているので

あって，産業別 GDP の実質値をみると，製造業と貿易・レストラン・ホテルで

は治安が大きく悪化する以前の 年度の数値をいまだに下回る。治安の悪

化によって観光客はピーク時（ 年，約 万人）に遠く及ばす，製造業も対イン

ド貿易条約の改正や毛派の脅迫，襲撃のターゲットとなっているために一時操業

停止に追い込まれるなど不振が続いている。実質的な経済回復は治安の回復無く

しては困難とみられる。

輸出は， 年の対インド貿易条約改正で数量制限を課されるようになった食

用油（ルピー表示額で前年度比 ％減）などの対インド向け主要輸出品，また縫

製品（同 ％減），パシュミナ（同 ％減）などのインド以外の国向け主要輸出

品の落ち込みを，対インド向け輸出品目の多様化で補い，前年度の 億 万

から 億 万 に増加した。一方で，輸入も繊維，糸，一部の農産品以外の全

般的な増加に伴い，前年度の 億 万 から 億 万 に上向いたため，貿

経 済
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易赤字は 億 万 から 億 万 に拡大した。しかし，近年大幅な伸びをみ

せている海外出稼ぎ労働者からの送金の伸び（ 億 万 ）などによって，経常

収支（グラントを除く）は 万 の黒字となった。不振が続く輸出では， 年

にバングラデシュ・インド・ミャンマー・スリランカ・タイ経済協力

（BIMST EC）に加盟し，とくにタイへの輸出に期待が高まっている。また，ビル

ガンジに陸上港（Dry Por t）が開通し，インドの鉄道網との接続で輸送コストが削

減されるとみられる。しかし，筆者の現地でのインタビューによると 年は輸

出向けには準備が整わず使用されなかった。

財政統計の詳細は， 年度分までしか発表されていないが，国防，警察

の治安維持費の急増で経常支出（ 年度対 GDP 比率 ％）が開発支出（同

％）を大きく上回る傾向は， 年度も続いているとみられる。

公企業改革の現状

政府は 年の経済改革に伴い公企業民営化に着手し， 年には民営化法を

制定して，本格的に公企業民営化に乗り出した。その後，第 次計画（

年度）では民営化目標を 社と設定したにもかかわらず，わずか 社に手

を付けたにとどまった。公企業改革の進まない理由として，頻繁な政権交代によ

る民営化推進委員会のメンバー（閣僚）の入替わり，また投資家に公企業の負債の

引受けを要求したことなどが指摘されている。近年，治安対策費の増大で財政に

余裕がないこと，また政府系金融機関の大幅赤字により公企業全体の利益率も落

ち込んでいることから，政府は改革を先送りできない状況となっている。政府は，

年に 社， 年に 社の改革に着手し， 年度までの合計で民営

化企業は 社（資産・持株売却 社，解散・清算 社，民間企業への経営委託

社，株式売却 経営委託 社）に達した。とくに過去 年は， 年に電力会社

（水力発電所）の株式を売却して過去最大の公企業売却収入（ 億 万 万

）を上げ， 年には新しい通信政策で黒字のネパール通信公社の民営化を発

表し，ロイヤル・ネパール航空の改革にも着手するなど，大企業の民営化を積極

的に進めている。また，これまでネパール石油公社が独占していた石油製品の輸

入と販売を国内のネパール企業および外資の持株比率 ％以下の合弁企業に開放

することも発表されている。政府は，そのほかの民営化リストに入っていない公

企業に対しても年次評価の指針を示し，生産性と財務健全性の向上を求めている。



対インド関係

対インド関係は安全保障を中心に展開した。 月，インドのナトワール・シン

外相は新政権発足後初めての外遊先としてネパールに来訪した。インドでは，ネ

パールとの国境に位置する州を中心に，ネパールの毛派とインド国内の反政府武

装組織や極左組織との緊密な関係への懸念が高まっているためである。 月には

デウバ首相が 人もの政府・財界関係者を連れてインドを訪問し，閣僚，与野党

政治家，財界人らと会談した。 日間の訪問で，気象予報における協力，文化・

スポーツ交流，石油パイプラインの建設，規格制度における協力，インドによる

ネパール警察の訓練をはじめとする幅広い分野での合意が成立した。しかし，両

国の最大の関心は，やはり毛派問題であった。ネパールは，インドから 年に

億 の軍備支援を取り付けた。今回はさらなる支援拡大を要請したようである。

また，安全保障上の問題だけでなく，毛派問題にからむ経済関係も議題に上った。

月から 月にかけて，毛派が外資系企業を狙った閉鎖宣告を行い，スーリヤ・

ネパール，ソルティー・ホテル，コルゲート・パームオリーブ・ネパール，ネ

パール・リーバ，ダブール・ネパールをはじめとするインド系資本の企業も軒並

み一時閉鎖に追い込まれたからである。首相は各企業の安全を保証すると繰り返

し述べたが，今後，ネパールにとって最大の貿易相手国かつ投資国でもあるイン

ドとの経済関係に及ぼす影響が懸念される。

年の課題

年 月 日，国王は国民向けテレビ演説でデウバ首相を解任すると発表し

た。国王の演説では，自らのイニシアティブで政権を発足させ， 年以内に治安

を回復し，民主主義を復活させるとしている。国王は，併せて非常事態も宣言し

た。憲法上，非常事態を宣言すると，いくつかの国民の基本的権利を停止できる

（ アジア動向年報 参照）。今回の非常事態宣言は， 年の非常事態宣言

と比較しても，情報統制が徹底しているように見受けられる。 月 日から約

週間国内外との通信手段はすべて停止された。メディアは当局の完全検閲の下に

置かれ，今回の国王の行動批判も向こう カ月間禁止されている。治安に関する

報道も政府の事前許可が必要である。また政党政治家らを軟禁状態に置くことで，

対 外 関 係

年の課題

年のネパール



議会勢力の抗議，抵抗を封じ込めている。さらに国王は汚職取締り委員会を発足

させており，今後さらに政治家を厳しく追及をしていくことが予想される。

アメリカ，イギリス，インドは国王の動きを民主主義に反すると非難している。

これらの国はネパールに対しテロ対策のための武器支援を最も積極的に行ってき

た国であり，国王に対して民主主義の復活を強く求めた。 月中旬，ストロー・

イギリス外相はインドを訪問し，イギリスとインドの両国は武器援助の停止を発

表した。ただし，テロ対策支援の停止は毛派を利することになりかねず，今後の

治安，政治状況によっては援助再開もありうる。

今回，国王に解任された政党政治家に対する国民の同情の声は聞かれない。

年の民主化後， 年間で延べ 人の首相（民主化直後の暫定首相を含む）を生

み，汚職と党内の権力争いばかりが目立つ政党政治家に対する国民の失望感は大

きい。 年に開始された毛派の反政府武装活動が 年 月までに 万人を超

える死者を出すまでに問題が長期化，深刻化した背景にも，政党政治家が何ら有

効な対策をとらなかったことがあるといってよい。国民が何より望んでいるのは

和平である。国王のイニシアティブによって和平が実現してはじめて，国民は今

回の国王の決断を支持するだろう。 年に首都圏で実施された世論調査

（ ）では，政治危機を打開するために国王がなすべきことは毛派との直

接会談（ ％）との回答が最も多かった。国王が直接指揮を執る新政権はすでに毛

派に和平交渉のテーブルに着くよう呼びかけている。

今後は，国王が強権的に議会勢力の抵抗を押さえつけて，和平を実現できるか

が最大の焦点となる。 年の即位直後から政治への積極的な関与を示唆してい

た国王が，将来の王室の存続をも左右する失敗の許されない賭けにいよいよ出た

ことになる。

（地域研究センター）

デウバ首相の復活



日 毛派，毛派被害者協会会長を射殺。

日 毛派，首都圏などでゼネスト。

日 政党， 月 日からの新たな政府

抗議活動を発表。

日 ネパール・インド外務次官会議（

日）で，両国間のバス運行に合意。

日 毛派系学生組織， 日間の全国ゼネ

スト開始。 日目に中止を発表。

月 日 権力乱用調査委員会（CIAA），元

石油公社総裁を起訴。

日 国王， ・ ・タパを外相兼保健相，

カマル・タパ情報通信相を内相兼務に任命。

日 政府，貧困削減基金の対象地域を

郡に限定。

毛派， 郡への経済封鎖を宣言と報道。

毛派，首都圏などで運輸・工業部門スト。

日 毛派，王室を批判し，共和国制樹立

に向け政党勢力の統一を促す声明を発表。

ネパーリー・コングレス（民主）党（NC

（D））のカドゥカ元内相ら 人，NCに復帰。

日 毛派系女性組織，首都圏ゼネスト。

日 政府，新通信政策を発表。

日 毛派，ポカラの運輸管理事務所爆破。

日 タパ外相，国連人権委員会に出席す

るためジュネーブに出発。

日 首都圏行政，大規模な座り込み，ピ

ケ，断食などの抗議活動を 日から禁止する

勅令発布（ 月 日に解除の発表）。

日 イギリスの毛派問題特別代表ジェー

ムズ卿，来訪。同氏は 月， 月にも来訪。

日 ミャグディ郡ベニでの治安部隊と毛

派の交戦（ 日 日）で一般人の巻き添えを

含め死者 人の模様と報道。

日 国王夫妻，西部地域各郡訪問（

月 日）。 日にポカラで市民による歓迎レ

セプションに出席。

月

重要日誌重要日誌 ネパール 年ネパール 年

月 日 タパ首相，南アジア地域協力連合

（SAARC）首脳会議出席のためパキスタン訪

問（ 日）。 南 ア ジ ア 自 由 貿 易 協 定

（SAFTA）枠組みに合意。

日 ネパール共産党毛沢東主義派（毛派），

ビルガンジ市長を射殺。

日 パラス皇太子夫妻，インド訪問（

月 日）。

日 国内最大（ ）となるカリガンダ

キ 水力発電所操業開始。

日 チャンドラ・シェカール・インド元

首相，来訪（ 日）。

日 政府，カトマンドゥ首都圏の治安維

持を統合部隊で行うと発表。

日 政府，タナフ郡に元毛派党員を対象

としたリハビリセンター開設。

月 日 ネパーリー・コングレス（NC），

ネパール共産党統一マルクス・レーニン主義

派（CPN UML），ネパール友愛党（NSP）アナ

ンダ・デヴィ派，ネパール労農党（NWPP），

ネパール人民戦線（PFN）の 政党，首都圏で

ゼネスト。

日 毛派，国連仲介を受け入れると発表。

日 ポカラに国際登山博物館開設。

日 バンコクでのバングラデシュ・イン

ド・ミャンマー・スリランカ・タイ経済協力

（BIMST EC）会議（ 日）でネパールとブー

タン加盟が認められる。

日 国王夫妻，ネパールガンジで中西部

地域の市民による歓迎レセプションに出席。

その後中西部地域各郡視察（ 日）。

日 政党， 月 日から国王・政府抗

議活動を開始と発表。

日 政府，毛派への投降期限を 月 日

に延長。

政府，HIV AIDS患者の治療開始。

月

月



日 インド西ベンガル州シリグリで毛派

指導者通称キラン逮捕される。

月 日 政党，政府抗議活動開始。

日 政党，首都圏ゼネスト。

日 毛派，全国ゼネスト（ 日）。

日 シュクラ文化・観光・民間航空相

（兼土地改革・管理，森林・土壌保全相）辞任。

日 政党の政府抗議活動でネパール

CPN UML書記長ら逮捕される。

日 政府，毛派に対する投降期限を 月

日に延期。

日 NC（D），政府への抗議活動を開始。

日 政府，前日の報道関係者 人逮捕の

抗議に参加した報道関係者 人を逮捕。

日 WTOに正式加盟。

日 毛派，ブトワル市長を狙撃。

日 アメリカ，毛派をテロリスト・リス

トに含め，米国内への入国を禁止。

国民民主党（RPP），政府抗議活動開始。

月 日 政府，政府抗議活動に参加しよう

としたネパール CPN UML 書記長，コイラ

ラNC総裁を逮捕。同日釈放。

日 カトマンドゥでネパール開発フォー

ラム開催（ 日）。ドナーは来年度援助額と

して暫定的に 億 の供与を表明。

日 首相辞任。

日 政党，全国ゼネスト（ 日）。

日 毛派，国連の下で国王，政党，市民

の円卓会議を呼びかける声明発表。

日 毛派，全国ゼネスト（ 日）。

日 政府，ビルガンジ内陸港の利用が可

能となるインドとの鉄道合意に署名。

日 カトマンドゥ市長，毛派圧力で辞任。

日 国王，クリーンなイメージで全勢力

から支持され，選挙を実施できる首相候補を

日までに推薦するよう政党に指示。

毛派，首都でバスに爆弾を仕掛け， 人

月

月

負傷。

月 日 毛派，全国運輸スト（ 日）。

日 首相にデウバ就任。

日 シン・インド外相来訪（ 日）。

日 毛派系学生組織，授業料引き下げを

求めて全教育機関を閉鎖させる（ 日）。

日 首相，国民向け所信表明演説で毛派

に和平交渉のテーブルに着くよう呼びかけ。

日 公共事業・計画相に NC（D）のプラ

カシュ・マン・シン，教育・スポーツ相に

・ニディ就任。

日 国軍参謀長，中国訪問（ 日）。

日 マレーシア内相来訪（ 日）。

日 CPN UMLを除く 政党， 月 日

から 日までの政府抗議活動を発表。

日 コイララ NC総裁，インド訪問（

月 日）。

日 NC（D）， CPN UML， RPP， NSP

の与党 政党， 項目のコモン・ミニマム・

プログラムを発表。

国連は毛派問題に介入しないとのカトマ

ンドゥ在住国連代表の談話が報道される。

月 日 政府，治安部隊に連行され行方不

明になった市民に関する調査委員会を設置。

毛派，国連の仲介で政府との和平会談に

応じるとの声明を発表。

日 毛派，ポカラ市長を射殺。

日 デウバ内閣の閣僚 人発表される。

年に麻薬所持で逮捕された外国人通

称ロビンソンへの特別法廷による終身刑判決

を覆した最高裁判決を検討する司法委員会，

最高裁判決に問題ありとする報告書を提出。

日 政府，洪水被災者に義援金支給決定。

日 毛派，ダンガディ市長を射殺。

日 政府，人権保護行動計画を発表。

日 政府， 年予算発表。

日 マハト外務担当国務大臣， SAARC

月

月

年 重要日誌



外相会議のためパキスタン訪問（ 日）。

ネパール国立銀行（中央銀行），

年金融政策を発表。

日 毛派，憲法制定会議の設定が国連の

仲介による和平会談の条件と発表。

日 特別法廷， ・ワグレ元公共事業・

計画相に不正蓄財で懲役 年半の判決を下す。

日 政府，元債務労働者に土地購入のた

めのローンを提供すると発表。

日 首相， BIMST EC 首脳会談のため

バンコク訪問（ 月 日）。

月 日 政府，毛派への投降期限を 月第

週まで延長すると発表。

日 国王，地方選挙が実施できないため

空席となっている地方政府行政を公務員に委

任する地方自治（第一次改正）命令を発布。

日 国王，銀行・金融機関勅令を発布。

日 皇太子夫妻，中国訪問（ 日）。

日 政府，毛派活動で移住を余儀なくさ

れた人々への救済措置検討委員会を設置。

日 政府，毛派との和平会談に向けてハ

イレベル和平委員会を設置。

政府，石油製品価格値上げ。

首都のソルティー・ホテルで爆発。毛派

が閉鎖を迫っている企業リストに入っている

ため，同派の犯行説が有力。同ホテルに続き

毛派の閉鎖企業リストに含まれるスーリヤ・

ネパール社など数社も休業を発表。

日 CIAA，元警察長官 人を起訴。

日 最高裁，海外出稼ぎ労働エージェン

トに対し韓国への出稼ぎ労働者選抜にくじを

導入せよとの政府命令を支持する判決。

マハト外務担当国務大臣，非同盟諸国会

議のため南アフリカに出発。

日 毛派，首都経済封鎖を開始。

日 政党， 月 日から政府に対する

抗議活動を再開すると発表。

月

日 イギリス，第二次世界大戦中に捕虜

となった元グルカ兵に賠償金支給開始と報道。

毛派， 日からの首都封鎖解除を発表。

日 毛派，すべてのアメリカ資本の企業

に対して閉鎖警告。

日 毛派，ネパール・リーバ社を爆破。

政府，コイララ NC総裁の国内旅行を治

安上の理由で差し止め。

毛派，カーブレ郡に建設中の IT パーク

を爆破。

コルゲート・パームオリーブ社 一時

休業の発表。 日にはアルコア・ネパール社

も同様の発表。両社の休業とも毛派の脅迫説

が有力。

日 政府，イラクの武装組織がネパール

人の人質 人を殺害したと発表。

月 日 イラクの武装組織によるネパール

人殺害に抗議して首都で暴動が発生。モスク，

アラブ系航空会社，出稼ぎ労働エージェント，

メディアなどが襲われる。政府，首都に外出

禁止令を発布。 日早朝まで断続的に外出禁

止続く。国際線も 日まで運休。

首相，宗教的寛容，社会調和を強調する

国民向け演説。

日 ブトワル市に外出禁止令。

日 政府， 月 日の首都暴動調査委員

会を設置。

日 毛派系労組，さらに 企業に対し

月 日からの無期限閉鎖を迫る。

首都のホテル・マッラで爆発。毛派犯行

説が有力。

日 首相，インド訪問（ 日）。

日 政府，国内航空運賃値上げ。

首都のアメリカン・センターで爆発。

日，アメリカ大使館は平和部隊活動の一時中

止を発表。

日 最高裁， CIAA によるコイララ NC

月

ネパール



総裁への汚職調査は合法との判決を下す。

毛派系労組， 企業への閉鎖命令を撤回。

日 政府，石油製品価格引き上げを発表。

デロイト・トーシュ・トーマツ，国立商

業銀行の経営譲渡失敗に係る賠償金 万 を

ネパール国立銀行に支払うとの報道。

日 マハト外務担当国務大臣，ニュー

ヨークの国連総会に向け出発。

日 政党，首都で政府抗議活動（

日）。その後は各郡で抗議活動継続。

日 政府，毛派を正式に和平会談に招聘。

日 毛派，首都ゼネスト（ 日）。

日 イギリス，元グルカ兵の一部にイギ

リス市民権を与えると発表。

月 日 首相，毛派との和平交渉と総選挙

実施の準備を並行して推進すると発表。

政府，イラクで殺害された各出稼ぎ労働

者家族に 万 供与。

モーシン情報通信相ら，ネパール人出稼

ぎ労働者視察で中東 カ国訪問（ 日）。

日 政府，毛派被害者への追加救済パッ

ケージ発表。

日 国軍参謀長，日本訪問（ 日）。

日 月 日の最高裁判決を非難したこ

とが司法への侮辱と見なされ最高裁に出頭命

令を受けていたコイララ NC総裁，最高裁に

陳情書提出。

日 国王，テロ破壊活動（防止罰則）命令

を発布。

日 毛派， 月 日から 日間のダサイ

ン祭休戦を発表。

日 政府，毛派の休戦協定を受け，治安

部隊からの先制攻撃はしないと発表。

月 日 アジーズ・パキスタン首相来訪

（ 日）。

イラクでネパール人 人が人質に。

日 コイララ NC総裁，中国訪問に出発。

月

月

日 マハト外務担当国務大臣，イラクの

人質解放のためアラブ首長国連邦に出発。同

日，人質解放される。

RPP，ラナ党首派とタパ元首相派に分裂。

日 イギリス外務担当国務大臣来訪（

日）。援助額引き上げを表明。

日 バングラデシュ外相来訪（ 日）。

日 政府，国家子供行動計画を発表。

日 政党， 月 日から政府抗議活動

を開始すると発表。

日 政府， 年 月 日までに和平交

渉に応じるよう毛派に呼びかけ。 日に毛派，

期限設定は政府の陰謀と発表。

日 国軍参謀長，インド訪問（ 日）。

日 政府，新農業政策を発表。

月 日 毛派，コイララ NC総裁娘宅に爆

発物を仕掛ける。

日 政府，海外出稼ぎ就労許可国として

新たに カ国を追加。

日 王室会議討議委員会（ 日）。アデ

ィカリ副首相ら CPN UML 所属閣僚は抗議

の不参加。国王の積極的政治役割を推薦して

終了。

日 月 日暴動調査委員会，被害総額

は約 億 との報告書を政府に提出。

日 毛派，政府首席次官宅一部を爆破。

日 カトマンドゥで印パ両国の政治家，

学者，活動家らを集めたカシミール問題に関

するパグウォッシュ会議開催（ 日）。

日 EU 代表団来訪（ 日）。毛派に無

条件で和平会談に応じるよう声明を発表。

日 毛派，首都圏でゼネスト（ 日）。

日 毛派， 日から 高速道路の無期限

閉鎖を発表。事実上，首都の経済封鎖へ。

日 政府，毛派の首都経済封鎖に対し生

活必需品確保委員会を設置。

日 毛派，首都経済封鎖を解除。

月

年 重要日誌



国軍

総参謀長

内閣大臣

首相（兼王室問題，国防，外務）

（ （ ））

副首相（兼財務）

（ ）

情報・通信 （ ）

森林・土壌保全 （ ）

科学技術 （ ）

教育・スポーツ （ （ ））

公共事業・計画

（ （ ））

保健 （ ）

内務 （ （ ））

参考資料参考資料 ネパール 年ネパール 年

憲法規定機関

王室会議討議委員会委員長

権力乱用調査委員会委員長

公務委員会委員長 空席

会計監査長官

選挙管理委員会委員長

法務総裁

憲法委員会委員長

国家計画委員会委員長

司法

最高裁判所長官

国家機構図（ 年 月末現在）

政府主要人名簿（ 月末現在）
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国　王�
国軍最高司令官�

閣僚会議�
首　相�
副首相�

内閣秘書局�
�

国家計画委員会�
�

最高裁判所�

控 訴 院 �

郡 裁 判 所 �

王 室 会 議 �

国 防 会 議 �

会計監査長官�

選挙管理委員会�

公 務 委 員 会 �

法 務 総 裁 �

権力乱用調査�
委 員 会国　会�

上院（60議席）�
下院（205議席）�



文化・観光・民間航空

（ （ ））

工業・商業・供給 （ ）

地方開発 （ ）

土地改革・管理 （ ）

農業・協同組合 （ （ ））

労働・運輸管理 （ ）

人口・環境 （ ）

女性・児童・社会福祉

（ ）

司法・公正・議会問題

（ （ ））

総務 （ ）

国務大臣

水資源 （ ）

外務 （ （ ））

地方開発 （ ）

教育・スポーツ

（ （ ））

労働・運輸管理 （ ）

保健 （ ）

科学技術 （ ）

土地改革・管理 （ ）

副大臣

農業・協同組合

（ （ ））

人口・環境

（ ）

公共事業・計画

（ （ ））

文化・観光・民間航空

（ （ ））

（出所）
（

）
（注） カッコ内は内閣発足時の各閣僚所属政
党名略称。 （ ）
（ ）

（
） は，国王推薦民

間人。

年 参考資料



主要統計主要統計 ネパール 年ネパール 年

基礎統計

年 ） ）

人 口（ 万人）
為替レート（ ドル ルピー，年平均）

（注） ）修正推計値。 ）推計値。
（出所） HMG, Central Bureau of Statistics, Table . ．

支出別国内総生産（名目価格） （単位 万ルピー）

（注） ）修正推計値。 ）推計値。
（出所） HMG, Ministry of Finance, Statistical Table 1.4.

産業別国内総生産（実質 年度価格）

（注） ）修正推計値。 ）推計値。
（出所） 表 に同じ（Tables ， ）。

） ）

消 費 支 出
政 府
民 間
総 固 定 資 本 形 成
政 府
民 間
在 庫 増 減
財 ・ サ ー ビ ス 輸 出
財 ・ サ ー ビ ス 輸 入
国 内 総 生 産（GDP）
海 外 純 要 素 所 得
国 民 総 生 産（GNP）

） ）

農 業 ・ 漁 業 ・ 林 業
鉱 業 ・ 採 石
製 造 業
電 気 ・ ガ ス ・ 水 道
建 設 業
商 業 ・ 飲 食 業
運 輸 ・ 通 信 ・ 倉 庫
金 融 ・ 不 動 産
社 会 サ ー ビ ス
国 内 総 生 産（GDP）
実質 成長率（％）



年 主要統計

国際収支 （単位 万ドル）

（注） ）推計値。
（出所） International Monetary Fund,

Table .

対外貿易 （単位 万ルピー）

対インド 対インド以外 合 計
輸 出
輸 入

） 輸 出
輸 入

） 輸 出
輸 入

（注） 輸出は F. O. B，輸入は C. I. F。 ）暫定値。 ） 月 日から 月 日までの推計値。
（出所） 表 に同じ（Table ）。

国家財政 （単位 万ルピー）

（注） ）修正推計値。 ）予算案。
（出所） HMG, Ministry of Finance,

）

貿 易 収 支
輸 出（F. O. B）
輸 入（F. O. B）
サ ー ビ ス 収 支（純）
所 得 収 支
移 転 収 支
経 常 収 支（贈与除く）
経 常 収 支（贈与含む）
資 本 収 支
金 融 勘 定
そ の 他 資 本 ・ 誤 差 脱 漏

総 合 収 支

） ）

総 歳 入
税 収
非 税 収
元 本 償 還
総 歳 出
経 常 支 出
資 本 支 出
元 本 返 済
財 政 収 支（贈与除く）
財 政 収 支（贈与含む）
財 政 赤 字 補
外 国 借 款
国 内 借 入
現 金 残 高
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